
議案第４５号 

   さいたま市職員退職手当条例の一部を改正する条例の制定について

 さいたま市職員退職手当条例の一部を改正する条例を次のように定める。

  平成２７年２月４日提出

さいたま市長 清 水 勇 人  

   さいたま市職員退職手当条例の一部を改正する条例

さいたま市職員退職手当条例（平成１３年さいたま市条例第４６号）の一部を次の

ように改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

   附 則    附 則

１～１３ ［略］ １～１３ ［略］

１４ 旧機関の職員が、第１１条第５項に規定する

事由によって引き続いて職員となり、かつ、引き

続いて職員として在職した後引き続いて国立大学

法人等の職員となった場合において、その者の職

員としての勤続期間が、当該国立大学法人等の退

職手当の支給の基準（国立大学法人法第３５条に

おいて準用する独立行政法人通則法（平成１１年

法律第１０３号）第５０条の１０第２項に規定す

る基準をいう。）により、当該国立大学法人等の

職員としての勤続期間に通算されることに定めら

れているときは、市長が別に定める場合を除き、

この条例の規定による退職手当は、支給しない。

１４ 旧機関の職員が、第１１条第５項に規定する

事由によって引き続いて職員となり、かつ、引き

続いて職員として在職した後引き続いて国立大学

法人等の職員となった場合において、その者の職

員としての勤続期間が、当該国立大学法人等の退

職手当の支給の基準（国立大学法人法第３５条に

おいて準用する独立行政法人通則法（平成１１年

法律第１０３号）第６３条第２項に規定する基準

をいう。）により、当該国立大学法人等の職員と

しての勤続期間に通算されることに定められてい

るときは、市長が別に定める場合を除き、この条

例の規定による退職手当は、支給しない。

１５ ［略］ １５ ［略］

附 則

この条例は、平成２７年４月１日から施行する。


